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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出しましたので、平成24年11月20日付をもって提出した有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項のうち、「第

二部　ファンド情報」および「第三部　委託会社等の情報」に訂正すべき事項がありますので、これ

を訂正するとともに、併せて原届出書添付書類の訂正を行うものです。

Ⅱ【訂正の内容】

（1）　原届出書の下記事項のうち以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に

訂正します。

           部分は、訂正部分を示します。

（2）　原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」について、該当箇所を

更新します。

（3）　原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」の末尾に、第20期

中間計算期間（平成24年８月21日から平成25年２月20日まで）にかかる中間監査報告書ならび

に中間財務諸表の内容を追加し、「同２　ファンドの現況」を更新します。

（4）　原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」

について、以下に記載した内容のとおり原届出書を更新するとともに、原届出書の財務諸表の末

尾に、第53期中間会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）にかかる中間監査

報告書ならびに中間財務諸表の内容を追加します。
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第二部　【ファンド情報】

第１　【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（1）【ファンドの目的及び基本的性格】

ａ．ファンドの目的及び基本的性格

＜訂正前＞

（略）

当ファンドは、社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように

分類・区分されます。

（略）

商品分類および属性区分の定義については、社団法人投資信託協会のホームページ

（http://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。

＜訂正後＞

（略）

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように

分類・区分されます。

（略）

商品分類および属性区分の定義については、一般社団法人投資信託協会のホームページ

（http://www.toushin.or.jp/）をご参照ください。

（3）【ファンドの仕組み】

ｂ．委託会社の概況

＜訂正前＞

（イ）資本金の額（平成24年９月末現在）

（略）

（ハ）大株主の状況

（平成24年９月末現在）

株　主　名 住　所 持　株　数 持株比率

（略）

＜訂正後＞

（イ）資本金の額（平成25年３月末現在）

（略）

（ハ）大株主の状況

（平成25年３月末現在）

株　主　名 住　所 持　株　数 持株比率
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（略）

２【投資方針】

（3）【運用体制】

ａ．当ファンドの運用体制

＜訂正前＞

※上記は平成24年11月20日現在のものであり、今後変更になることがあります。

（略）

＜訂正後＞

※上記は平成25年５月17日現在のものであり、今後変更になることがあります。

（略）
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４【手数料等及び税金】

（5）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

ａ．個人の受益者の場合

（イ）収益分配金の取り扱い　

収益分配金のうち課税対象となる普通分配金については、配当所得として課税され、以下

の（表１）の税率で源泉徴収されます。なお、元本払戻金（特別分配金）は課税されません。

確定申告を行い、総合課税・申告分離課税のいずれかを選択することもできます。また、特定

口座（源泉徴収あり）の利用も可能です。

（ロ）一部解約金・償還金の取り扱い

一部解約時および償還時の譲渡益（解約価額または償還価額から取得費（申込手数料

（税込）を含みます。）を控除した額）については、譲渡所得とみなされ、以下の（表１）の

税率による申告分離課税が適用されます。なお、特定口座（源泉徴収あり）の利用も可能で

す。

（表１）

期　間 税　率

平成24年12月31日まで 10％（所得税７％および地方税３％）

平成25年１月１日から

平成25年12月31日まで

10.147％（所得税7.147％および地方税３％）

平成26年１月１日以降 20.315％（所得税15.315％および地方税５％）

※平成25年１月１日からは、所得税に復興特別所得税が加算されるため上記の税率となりま

す。

※買取請求によるご換金につきましては、販売会社にお問い合わせください。

（ハ）損益通算について

（略）

ｂ．法人の受益者の場合

収益分配金のうち課税対象となる普通分配金および一部解約金・償還金の個別元本超過額

については以下の（表２）の税率で源泉徴収されます。なお、元本払戻金（特別分配金）は課

税されません。

源泉徴収された所得税は、所有期間に応じて法人税から控除される場合があります。

なお、原則として、益金不算入制度の適用が可能です。

（表２）

期　間 税　率

平成24年12月31日まで ７％（所得税のみ）

平成25年１月１日から

平成25年12月31日まで

7.147％（所得税のみ）

平成26年１月１日以降 15.315％（所得税のみ）

※平成25年１月１日からは、所得税に復興特別所得税が加算されるため上記の税率となります。

※買取請求によるご換金につきましては、販売会社にお問い合わせください。

（略）

※税法が改正された場合等は、上記「（5）課税上の取扱い」の内容が変更される場合がありま

す。

＜訂正後＞

ａ．個人の受益者の場合

（イ）収益分配金の取り扱い　
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収益分配金のうち課税対象となる普通分配金については、配当所得として課税され、以下

の（表１）の税率で源泉徴収されます。なお、元本払戻金（特別分配金）は課税されません。

確定申告を行い、総合課税（配当控除の適用があります。）・申告分離課税のいずれかを選

択することもできます。また、特定口座（源泉徴収あり）の利用も可能です。

（ロ）一部解約金・償還金の取り扱い

一部解約時および償還時の譲渡益（解約価額または償還価額から取得費（申込手数料

（税込）を含みます。）を控除した額）については、譲渡所得とみなされ、以下の（表１）の

税率による申告分離課税が適用されます。なお、特定口座（源泉徴収あり）の利用も可能で

す。

（表１）

期　間 税　率

平成25年１月１日から

平成25年12月31日まで

10.147％（所得税７％、復興特別所得税

0.147％および地方税３％）

平成26年１月１日以降 20.315％（所得税15％、復興特別所得税

0.315％および地方税５％）

※買取請求によるご換金につきましては、販売会社にお問い合わせください。

（ハ）損益通算について

（略）

ｂ．法人の受益者の場合

収益分配金のうち課税対象となる普通分配金および一部解約金・償還金の個別元本超過額

については以下の（表２）の税率で源泉徴収されます。なお、元本払戻金（特別分配金）は課

税されません。

源泉徴収された所得税は、所有期間に応じて法人税から控除される場合があります。

なお、原則として、益金不算入制度の適用が可能です。

（表２）

期　間 税　率

平成25年１月１日から

平成25年12月31日まで

7.147％（所得税７％および復興特別所得税

0.147％）

平成26年１月１日以降 15.315％（所得税15％および復興特別所得税

0.315％）

※買取請求によるご換金につきましては、販売会社にお問い合わせください。

（略）

※税法が改正された場合等は、上記「（5）課税上の取扱い」の内容が変更される場合があります。税

金の取り扱いの詳細については、税務専門家などにご確認されることをお勧めします。

５【運用状況】

＜更新後＞

（1）【投資状況】

（平成25年３月29日現在）

分　　類 資産の種類 国・地域 金　　額 評価方法 投資比率

円 ％

有価証券 株　　式
日　　本 785,741,900時価 93.6

円 ％

小　　計 785,741,900－ 93.6

その他 コール・ 円負債控除後の ％

資産 ローン等 日 本 他 53,901,858取得価額 6.4

円 ％
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－ 純資産総額 839,643,758－ 100.0

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（平成25年３月29日現在）

順

位
銘　　柄　　名

国・

地域
種類 業　　種 株数

帳　簿　価　額 評　 価　 額 投資

比率

（％）

単価

（円）

金額

（円）

単価

（円）

金額

（円）

1トヨタ自動車 日本 株式 輸送用機器 8,8003,367.8929,637,4394,86042,768,0005.09 

2
三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ
日本 株式 銀行業 55,000368.0020,240,00055830,690,0003.65 

3信越化学工業 日本 株式 化学 4,6004,380.0020,148,0006,25028,750,0003.42 

4
三井住友フィナン

シャルグループ
日本 株式 銀行業 7,5002,500.0018,750,0003,77528,312,5003.37 

5本田技研工業 日本 株式 輸送用機器 7,0002,647.0018,529,0003,55524,885,0002.96 

6ダイキン工業 日本 株式 機械 6,5002,118.0013,767,0003,69023,985,0002.85 

7デンソー 日本 株式 輸送用機器 6,0002,732.0016,392,0003,98523,910,0002.84 

8伊藤忠商事 日本 株式 卸売業 20,000846.0016,920,0001,13122,620,0002.69 

9富士重工業 日本 株式 輸送用機器 15,000662.009,930,0001,46121,915,0002.61 

10ヒューリック 日本 株式 不動産業 28,200464.8513,108,92777321,798,6002.59 

11東京瓦斯 日本 株式 電気・ガス業 40,000423.0016,920,00051420,560,0002.44 

12クックパッド 日本 株式 サービス業 4,1002,074.008,503,4004,68519,208,5002.28 

13浜松ホトニクス 日本 株式 電気機器 5,0002,644.3113,221,5503,79018,950,0002.25 

14
イオンクレジット

サービス
日本 株式 その他金融業 7,0001,494.0010,458,0002,67418,718,0002.22 

15三井物産 日本 株式 卸売業 13,7001,237.6616,956,0691,31317,988,1002.14 

16積水化学工業 日本 株式 化学 17,000997.4216,956,1731,03217,544,0002.08 

17シスメックス 日本 株式 電気機器 3,0003,540.0010,620,0005,79017,370,0002.06 

18キーエンス 日本 株式 電気機器 60021,066.9212,640,15328,63017,178,0002.04 

19ＫＤＤＩ 日本 株式 情報・通信業 4,4002,980.4813,114,1423,87017,028,0002.02 

20
野村ホールディング

ス
日本 株式 証券、商品先物取引業 29,200558.8116,317,37157716,848,4002.00 

21日立製作所 日本 株式 電気機器 31,000475.0014,725,00054316,833,0002.00 

22ホシザキ電機 日本 株式 機械 6,0002,730.1416,380,8962,73416,404,0001.95 

23
サイバーエージェン

ト
日本 株式 サービス業 90162,635.6214,637,206177,40015,966,0001.90 

24
東京海上ホールディ

ングス
日本 株式 保険業 6,0001,971.0011,826,0002,65015,900,0001.89 

25全国保証 日本 株式 その他金融業 4,5002,784.8212,531,7073,52515,862,5001.88 

26沢井製薬 日本 株式 医薬品 1,4008,790.0012,306,00011,22015,708,0001.87 

27三菱地所 日本 株式 不動産業 6,0001,863.2611,179,5862,59615,576,0001.85 

28オリックス 日本 株式 その他金融業 13,000740.009,620,0001,19115,483,0001.84 

29アスクル 日本 株式 小売業 11,000996.0010,956,0001,35614,916,0001.77 

30三菱ＵＦＪリース 日本 株式 その他金融業 30,000355.0010,650,00049714,910,0001.77 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する評価金額の比率です。なお、投資比率は小数第３位

以下を切り捨てているため、合計と一致しない場合があります。以下同じ。
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種類別投資比率（平成25年３月29日現在）

種　　　　　類 投資比率（％）

株　　　　　式 93.58

合　　　　　計 93.58

株式業種別投資比率（平成25年３月29日現在）

業　　　　　種 投資比率（％）

建設業 2.58

繊維製品 0.92

化学 7.17

医薬品 1.87

石油・石炭製品 1.34

ガラス・土石製品 1.02

鉄鋼 1.01

金属製品 0.88

機械 7.91

電気機器 11.65

輸送用機器 15.07

電気・ガス業 2.44

空運業 0.46

情報・通信業 4.18

卸売業 5.92

小売業 1.77

銀行業 7.02

証券、商品先物取引業 2.00

保険業 1.89

その他金融業 7.73

不動産業 4.45

サービス業 4.18

合　　　　　計 93.58

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（3）【運用実績】

①【純資産の推移】

（単位：円）
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純資産総額

(分配落ち)

純資産総額

(分配付き)

基準価額

(分配落ち)

基準価額

(分配付き)

第10期計算期間末 5,182,738,8475,182,738,8476,637 6,637

第11期計算期間末 4,976,995,3965,007,029,3968,286 8,336

第12期計算期間末 4,270,477,3624,312,140,26210,250 10,350

第13期計算期間末 3,462,859,0523,603,692,55212,294 12,794

第14期計算期間末 2,348,142,7562,367,200,45612,321 12,421

第15期計算期間末 1,644,372,0731,660,723,57310,056 10,156

第16期計算期間末 1,120,108,4291,134,658,6297,698 7,798

第17期計算期間末 887,993,090894,393,9906,936 6,986

第18期計算期間末 742,715,018748,330,2686,613 6,663

第19期計算期間末

（平成24年8月20日）
683,874,673688,811,9236,926 6,976

平成24年3月末日 781,922,122 － 7,526 －

平成24年4月末日 746,147,547 － 7,244 －

平成24年5月末日 658,797,343 － 6,485 －

平成24年6月末日 693,186,423 － 6,940 －

平成24年7月末日 665,827,343 － 6,732 －

平成24年8月末日 658,426,994 － 6,692 －

平成24年9月末日 664,436,282 － 6,854 －

平成24年10月末日 663,545,182 － 6,958 －

平成24年11月末日 669,383,884 － 7,243 －

平成24年12月末日 727,548,216 － 7,906 －

平成25年1月末日 793,201,086 － 8,643 －

平成25年2月末日 798,940,635 － 8,786 －

平成25年3月末日 839,643,758 － 9,388 －

（注１）基準価額は１口当たりの純資産額です。

（注２）表中の分配付きの数値は支払外国税を控除している場合があります。

②【分配の推移】

決算期 1口当たりの分配金

第10期計算期間

（平成15年8月20日）
0円

第11期計算期間

（平成16年8月20日）
50円

第12期計算期間

（平成17年8月22日）
100円

第13期計算期間

（平成18年8月21日）
500円

第14期計算期間

（平成19年8月20日）
100円

第15期計算期間

（平成20年8月20日）
100円
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第16期計算期間

（平成21年8月20日）
100円

第17期計算期間

（平成22年8月20日）
50円

第18期計算期間

（平成23年8月22日）
50円

第19期計算期間

（平成24年8月20日）
50円

第20期中間計算期間

（平成25年2月20日）
該当事項なし

③【収益率の推移】

決算期 収益率

第10期計算期間

（平成15年8月20日）
10.3％

第11期計算期間

（平成16年8月20日）
25.6％

第12期計算期間

（平成17年8月22日）
24.9％

第13期計算期間

（平成18年8月21日）
24.8％

第14期計算期間

（平成19年8月20日）
1.0％

第15期計算期間

（平成20年8月20日）
△17.6％

第16期計算期間

（平成21年8月20日）
△22.5％

第17期計算期間

（平成22年8月20日）
△9.2％

第18期計算期間

（平成23年8月22日）
△3.9％

第19期計算期間

（平成24年8月20日）
5.5％

第20期中間計算期間

（平成25年2月20日）
26.9％

（注１）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、各計算

期間末の基準価額（分配付き）の上昇（または下落）率をいいます。

（注２）収益率は小数第２位を四捨五入しています。

（4）【設定及び解約の実績】

計算期間 設定口数 解約口数

第10期計算期間 11,193口 320,950口 

第11期計算期間 2,886口 183,069口 
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第12期計算期間 1,844口 185,895口

第13期計算期間 4,687口 139,649口 

第14期計算期間 1,393口 92,483口 

第15期計算期間 1,135口 28,197口 

第16期計算期間 282口 18,295口 

第17期計算期間 228口 17,712口

第18期計算期間 13口 15,726口

第19期計算期間 2口 13,562口

第20期中間計算期間 0口 7,660口

＜参考情報＞
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第２　【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】

＜訂正前＞

(1)【資産の評価】

基準価額とは、投資信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令

および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た投資信託財産の資産総額か

ら負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権口

数で除した金額をいいます。
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（略）

＜訂正後＞

(1)【資産の評価】

基準価額とは、投資信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令

および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た投資信託財産の資産総

額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益

権口数で除した金額をいいます。

（略）

原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」の末尾に、第20期中間

計算期間（平成24年８月21日から平成25年２月20日まで）にかかる中間監査報告書ならびに中間財務

諸表の内容を追加し、「同２　ファンドの現況」を更新します。

＜追加および更新後＞
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第３　【ファンドの経理状況】

（1）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信

託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信託財産計算規

則」という。）に基づいて作成しております。

　また、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（2）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第20期中間計算期間（平

成24年8月21日から平成25年2月20日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法

人による中間監査を受けております。

１　中間財務諸表

NS-21成長株オープン　中間財務諸表
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（1）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第20期中間計算期間末
(平成25年 2月20日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 57,439,187

株式 747,193,900

未収入金 17,982,681

未収配当金 341,700

未収利息 99

流動資産合計 822,957,567

資産合計 822,957,567

負債の部

流動負債

未払金 18,917,491

未払受託者報酬 369,764

未払委託者報酬 2,958,038

その他未払費用 17,765

流動負債合計 22,263,058

負債合計 22,263,058

純資産の部

元本等

元本 910,850,000

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △110,155,491

（分配準備積立金） 224,658,733

元本等合計 800,694,509

純資産合計 800,694,509

負債純資産合計 822,957,567
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第20期中間計算期間
自平成24年 8月21日
至平成25年 2月20日

営業収益

受取配当金 5,792,940

受取利息 16,008

有価証券売買等損益 169,280,061

その他収益 10

営業収益合計 175,089,019

営業費用

受託者報酬 369,764

委託者報酬 2,958,038

その他費用 17,765

営業費用合計 3,345,567

営業利益 171,743,452

経常利益 171,743,452

中間純利益 171,743,452

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 1,873,044

期首剰余金又は期首欠損金（△） △303,575,327

剰余金増加額又は欠損金減少額 23,549,428

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

23,549,428

剰余金減少額又は欠損金増加額 －

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △110,155,491
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　　　　分
第20期中間計算期間
自 平成24年 8月21日
至 平成25年 2月20日

1.有価証券の評価基準及び評
価方法

株式
　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。
　時価評価にあたっては、金融商品取引所及び外国金融商品市場における最終相
場（最終相場のないものについては、それに準じる価額）に基づいて評価して
おります。

2.収益及び費用の計上基準 受取配当金
　原則として、株式の配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を計
上しております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第20期中間計算期間末
［平成25年 2月20日現在］

1.中間計算期間末日における受益権の総数

91,085口

2.投資信託財産計算規則第55条の6第1項第10号に規定
する額

元本の欠損 110,155,491円

3.中間計算期間末日における1単位当たりの純資産の額

1口当たり純資産額 8,791円

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第20期中間計算期間
自 平成24年 8月21日
至 平成25年 2月20日

　該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第20期中間計算期間末
［平成25年 2月20日現在］

1.中間貸借対照表計上額、時価及び差額
　　中間貸借対照表上の金融商品は、原則としてすべて
時価評価されているため、中間貸借対照表計上額と
時価との差額はありません。

2.時価の算定方法
株式
　　「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に
記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務
　　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額
は時価に近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。

3.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　市場価額がない、又は市場価格を時価と見なせない
場合には、経営者により合理的に算定された価額で
評価する場合があります。

（その他の注記）

１　元本の移動
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区　　　　分 第20期中間計算期間末
［平成25年 2月20日現在］

期首元本額 987,450,000円

期中追加設定元本額 －円

期中一部解約元本額 76,600,000円

２　デリバティブ取引等関係

取引の時価等に関する事項

種　　　類 第20期中間計算期間末
［平成25年 2月20日現在］

　該当事項はありません。

２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】（平成25年3月29日現在）

Ⅰ資産総額 840,534,368円

Ⅱ負債総額 890,610円

Ⅲ純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 839,643,758円

Ⅳ発行済口数 89,442口

Ⅴ1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 9,388円
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第三部　【委託会社等の情報】

第１　【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

ａ．資本金の額（平成24年９月末現在）

（略）

＜訂正後＞

ａ．資本金の額（平成25年３月末現在）

（略）

ｂ．委託会社の機構

（ロ）組織図

＜訂正前＞

＜訂正後＞
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２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運

用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

　平成24年９月28日現在、委託者が運用を行っている証券投資信託（親投資信託は除きます。）は

以下のとおりです。

（平成24年９月28日現在）

種類 ファンド本数 純資産額（百万円）

総合計 200 2,015,335

　

株式投資信託（合計） 171 1,605,181

　

単位型 1 2,128

追加型 170 1,603,053

公社債投資信託（合計） 29 410,154

　

単位型 2 783

追加型 27 409,370

＜訂正後＞

　「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運

用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

平成25年３月29日現在、委託者が運用を行っている証券投資信託（親投資信託は除きます。）

は以下のとおりです。

（平成25年３月29日現在）

種類 ファンド本数 純資産額（百万円）

総合計 221 2,801,784
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株式投資信託（合計） 192 2,269,980

　

単位型 1 2,335

追加型 191 2,267,645

公社債投資信託（合計） 29 531,804

　

単位型 2 927

追加型 27 530,876

３【委託会社等の経理状況】

　原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下に記載した内容のとおり原届出書を更新するとともに、原届出書の財務諸表の末尾に、第53期

中間会計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）にかかる中間監査報告書ならびに中間

財務諸表の内容を追加します。

＜追加後＞
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３ 【委託会社等の経理状況】

１．財務諸表の作成方法について

委託会社である新光投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規

則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）に

より作成しております。

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号）並びに同規則第38条および第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

なお、財務諸表及び中間財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第52期事業年度（平成23年4月1日から平成

24年3月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

第53期事業年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責

任監査法人により中間監査を受けております。

２．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

当中間会計期間

（平成24年9月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,244,950

有価証券 5,001,976

貯蔵品 2,746

未収委託者報酬 1,632,938

未収運用受託報酬 70,352

繰延税金資産 153,788

その他 187,158

流動資産合計 18,293,911

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 16,723

構築物（純額） 2,021

器具・備品（純額） 124,106

リース資産（純額） 1,210

建設仮勘定 5,821

有形固定資産合計 ※1　　149,883

無形固定資産

ソフトウェア 39,667

ソフトウェア仮勘定 6,554

その他 91

無形固定資産合計 46,314
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投資その他の資産

投資有価証券 3,604,800

長期繰延税金資産 227,119

前払年金費用 439,259

その他 136,411

投資その他の資産合計 4,407,590

固定資産合計 4,603,788

資産合計 22,897,700

(単位：千円)

当中間会計期間

（平成24年9月30日）

負債の部
流動負債
リース債務 3,662

未払金

未払収益分配金 387

未払償還金 14,470

未払手数料 841,601

その他未払金 102,986

未払金合計 959,445

未払法人税等 403,063

未払消費税等 ※2　　68,006

賞与引当金 242,000

役員賞与引当金 15,750

その他 366,273

流動負債合計 2,058,201

固定負債

長期リース債務 1,551

退職給付引当金 167,675

役員退職慰労引当金 66,416

執行役員退職慰労引当金 82,500

固定負債合計 318,143

負債合計 2,376,345

純資産の部
株主資本
資本金 4,524,300
資本剰余金
資本準備金 2,761,700
資本剰余金合計 2,761,700
利益剰余金
利益準備金 360,493
その他利益剰余金
別途積立金 11,118,000
繰越利益剰余金 2,199,210
利益剰余金合計 13,677,703
自己株式 △72,415
株主資本合計 20,891,287
評価・換算差額等
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その他有価証券評価差額金 △369,932
評価・換算差額等合計 △369,932
純資産合計 20,521,355
負債純資産合計 22,897,700

（２）中間損益計算書

(単位：千円)

当中間会計期間

   （自　平成24年4月 1日

   至　平成24年9月30日）

営業収益

委託者報酬 9,643,600

運用受託報酬 72,365

営業収益合計 9,715,966

営業費用及び一般管理費 ※1　　8,730,553

営業利益 985,413

営業外収益

受取配当金 106,612

有価証券利息 6,895

受取利息 11,793

時効成立分配金・償還金 3,522

その他 18,225

営業外収益合計 147,050

営業外費用

支払利息 147

時効成立後支払分配金・償還金 　　44

その他 7

営業外費用合計 199

経常利益 1,132,264

特別利益

貸倒引当金戻入 1,982

特別利益合計 1,982

特別損失

固定資産除却損 12

投資有価証券売却損 1,080

特別損失合計 1,092

税引前中間純利益 1,133,153

法人税、住民税及び事業税 402,775

法人税等調整額 △41,674

法人税等合計 361,101

中間純利益 772,052

（３）中間株主資本等変動計算書

(単位：千円)

当中間会計期間

   （自　平成24年4月 1日

   至　平成24年9月30日）
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株主資本

資本金

当期首残高 4,524,300

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 4,524,300

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2,761,700

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 2,761,700

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 360,493

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 360,493

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 11,118,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 11,118,000

繰越利益剰余金

当期首残高 1,427,158

当中間期変動額

剰余金の配当 －

中間純利益 772,052

当中間期変動額合計 772,052

当中間期末残高 2,199,210

利益剰余金合計

当期首残高 12,905,651

当中間期変動額

剰余金の配当 －

中間純利益 772,052

当中間期変動額合計 772,052

当中間期末残高 13,677,703

(単位：千円)

当中間会計期間

   （自　平成24年4月 1日

   至　平成24年9月30日）

自己株式

当期首残高 △6,827
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当中間期変動額

自己株式の取得 △65,588

当中間期変動額合計 △65,588

当中間期末残高 △72,415

株主資本合計

当期首残高 20,184,823

当中間期変動額

剰余金の配当 －

中間純利益 772,052

自己株式の取得 △65,588

当中間期変動額合計 706,464

当中間期末残高 20,891,287

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △209,840

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間

期変動額（純額）
△160,091

当中間期変動額合計 △160,091

当中間期末残高 △369,932

純資産合計

当期首残高 19,974,983

当中間期変動額

剰余金の配当 －

中間純利益 772,052

自己株式の取得 △65,588

株主資本以外の項目の当中間期

変動額（純額）
△160,091

当中間期変動額合計 546,372

当中間期末残高 20,521,355

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

②　関連会社株式

総平均法による原価法

③　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法
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２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。但し、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物         8～18年

構築物       20年

器具備品     2～20年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年4月1日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、これによる営業利益、経常利益および税引前中間純利益に与える影響額は軽微であります。

(2）無形固定資産

定額法。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により

償却しております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定率法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当中間会計期間対応分を計上しております。

(2）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当中間会計期間対応分を計上しております。

（追加情報）

役員賞与の支給見込額については、これまで事業年度の収益状況に基づき引当金を算定、計上してお

りましたが、当中間会計期間より、中間会計期間における収益状況及び下期業績見通しを勘案し、役員

賞与引当金を計上することとしております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌期から費用処理することとしております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。

(5）執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上してお

ります。

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の費用として

処理しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している減価償却累計額（減損損失累計額を含む）の額

当中間会計期間

（平成24年9月30日）

有形固定資産の減価償却累計額 553,738千円

※２．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、「未払消費税等」として表示しております。

（中間損益計算書関係）

※１．減価償却実施額は、次のとおりであります。

当中間会計期間

           （自  平成24年4月1日

             至  平成24年9月30日）

有形固定資産  36,410千円

無形固定資産   5,542千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自  平成24年4月1日  至  平成24年9月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,823,250 － － 1,823,250

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 756 8,630 － 9,386

（変動事由の概要）

普通株式の自己株式の株式数の増加8,630株は、平成24年6月18日の定時株主総会の決議に基づいて

行った自己株式取得による増加であります。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当事項はありません。

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。

（リース取引関係）

当中間会計期間（平成24年9月30日）

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

EDINET提出書類

新光投信株式会社(E12432)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

28/36



１．リース資産の内容

有形固定資産　主として、投信システム設備としてのサーバー、ネットワーク機器他（器具備品）

であります。

２．リース資産の減価償却方法

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「２．固定資産の減価償却の方法(3)リース

資産」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注）２．参照）。

当中間会計期間（自　平成24年4月1日　至　平成24年9月30日）

中間貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1) 現金及び預金 11,244,95011,244,950　　　　－

(2) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

500,909

7,829,715

502,950

7,829,715

2,040

－

(3) 未収委託者報酬 1,632,9381,632,938　　　　－

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(2) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所、債券は日本証券業協会発表の公社債店頭売買参考

統計値の価格、投資信託は基準価額によっております。また譲渡性預金は短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 276,151

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(2) 有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（有価証券関係）

当中間会計期間（平成24年9月30日）

１．満期保有目的の債券

種類
中間貸借対照表

計上額(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

時価が中間貸借対照表計

上額を超えるもの

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債 500,909 502,950 2,040

(3)その他 － － －

小計 500,909 502,950 2,040
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時価が中間貸借対照表計

上額を超えないもの

(1)国債・地方債等 － － －

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 500,909 502,950 2,040

２．関連会社株式

関連会社株式（中間貸借対照表計上額　77,100千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

３．その他有価証券

種類
中間貸借対照表

計上額(千円)

取得原価

(千円)

差額

(千円)

(1)株式 － － －

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(2)債券

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

(3)その他 319,626 315,0004,626

小計 319,626 315,0004,626

(1)株式 25,578 45,457△19,879

中間貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(2)債券

 ①国債・地方債等 － － －

 ②社債 － － －

 ③その他 － － －

(3)その他 7,484,5118,046,311△561,800

小計 7,510,0898,091,768△581,679

合計 7,829,7158,406,768△577,052

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額199,051千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

セグメント情報

該当事項はありません。

関連情報

当中間会計期間（自  平成24年4月1日  至  平成24年9月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

当社の製品及びサービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益各項目の区分と同一である

ことから、製品及びサービスごとの売上高の記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

当社が運用している投資信託は大半が公募投信であり、委託者報酬を最終的に負担する主要な受

益者の情報は制度上、把握し得ないため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産
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本邦に所在している有形固定資産の金額は、中間貸借対照表の有形固定資産の金額と同一である

ことから、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

当社が運用している投資信託は大半が公募投信であり、委託者報酬を最終的に負担する主要な受益

者の情報は制度上、把握し得ないため、記載を省略しております。

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

項目
当中間会計期間

（平成24年9月30日）

（1）1株当たり純資産額 11,313円61銭

（算定上の基礎）

純資産の部の合計額（千円） 20,521,355

普通株式に係る中間期末の純資産額（千円） 20,521,355

普通株式の発行済株式数（株） 1,823,250

普通株式の自己株式数（株） 9,386

１株当たり純資産の算定に用いられた

中間期末の普通株式の数（株）
1,813,864

項目

当中間会計期間

   (自 平成24年4月1日

   至 平成24年9月30日)

（2）1株当たり中間純利益金額 423円95銭

（算定上の基礎）

中間純利益金額（千円） 772,052

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 772,052

普通株式の期中平均株式数（株） 1,821,056

（注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在しないため、記載しておりま

せん。

（重要な後発事象）

当社は、平成24年12月25日開催の臨時株主総会において、将来の事業展開や市況変動に備え、適切な内

部留保を確保しつつ、安定的かつ可能な範囲で高水準の配当を実施していくという資本政策の基本的考

え方に基づき、次のとおり剰余金の処分を行うことを決議いたしました。
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１．剰余金の処分に関する事項

（1）減少する剰余金の項目とその額

別途積立金 1,118,000千円

（2）増加する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 1,118,000千円

２．株主配当に関する事項

株式の種類 普通株式

配当金の総額 2,539,409千円

１株当たり配当額 1,400円

基準日 平成24年11月28日

効力発生日 平成24年12月26日
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５【その他】

＜訂正前＞

ａ．定款の変更

委託者の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

ｂ．訴訟事件その他の重要事項

委託者およびファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事実はあり

ません。

＜訂正後＞

ａ．定款の変更

委託者の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

ｂ．訴訟事件その他の重要事項

訴訟事件等委託者およびファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事

実はありません。

なお、前記「３　委託会社等の経理状況　２．中間財務諸表」の注記事項（重要な後発事象）

に記載されているとおり、平成24年12月25日付の臨時株主総会で期中配当を行うことを決議し

ました。

第２　【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（1）株式会社りそな銀行（「受託者」）

ａ．資本金の額

平成24年９月末現在、279,928百万円

（略）

（2）販売会社

販売会社の名称、資本金の額及び事業の内容は以下の「販売会社一覧表」のとおりです。

販売会社一覧表 （平成24年９月末現在）

名称
資本金の額

(単位：百万円)
事業の内容

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 27,270
金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業を営

んでいます。

＜訂正後＞

（1）株式会社りそな銀行（「受託者」）

ａ．資本金の額

平成25年３月末現在、279,928百万円

（略）

（2）販売会社

販売会社の名称、資本金の額及び事業の内容は以下の「販売会社一覧表」のとおりです。

販売会社一覧表 （平成25年３月末現在）

名称
資本金の額

(単位：百万円)
事業の内容

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 27,270
金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業を営

んでいます。
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独立監査人の中間監査報告書

平成２４年１２月２８日

新　光　投　信　株　式　会　社

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士　　田　中　俊　之

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士　　伊　藤　志　保

業務執行社員

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理
状況」に掲げられている新光投信株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第５３期事
業年度の中間会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、
中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監
査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸
表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中
間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表
示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査
に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査
手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ
て追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、
中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、新光投信株式会社の平成２４年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間
（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと
認める。

強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２４年１２月２５日開催の臨時株主総会において、別途積
立金の減少及び剰余金の処分を決議し、平成２４年１２月２６日にその効力が発生した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

平成２５年３月２６日

新　光　投　信　株　式　会　社

取締役会　御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田　中　俊　之

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊　藤　志　保

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ
ンドの経理状況」に掲げられているNS-21成長株オープンの平成２４年８月２１日から平成２５年
２月２０日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計
算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がない
かどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を
実施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査
と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、
内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表
示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれ
る。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表
の作成基準に準拠して、NS-21成長株オープンの平成２５年２月２０日現在の信託財産の状態及び同
日をもって終了する中間計算期間（平成２４年８月２１日から平成２５年２月２０日まで）の損益
の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係
　新光投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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